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全国約3000社が加盟する中小工務店団体
JBN（青木宏之会長）は5月27日、熊本市内に
あるANAクラウンプラザホテル熊本ニュー
スカイで『JBN 九州次世代の会』の発足式を
開催した。九州で活躍する中小工務店38社
が集結、次代の工務店業界を担う九州のトッ
プ集団として受注力の向上や、省エネ住宅な
どの普及・啓蒙活動に取り組んでいく。

JBNでは委員会の一つとして『次世代の会』

JBN
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九州次世代の会、熊本の地で産声

を設置しており、同会は会員工務店の中でも
二代目以降の若手経営者の会でメンバーの拡
充を図っている。今回のように地域で支部を
設置したのは初めて。九州次世代の会会長に
就任した熊本市の村田工務店、村田英樹社長
は「あえてこの時期に発足式を決行した理由
は、震災後に物資やお心遣いなどを数多く皆
様からいただき、その感謝の言葉をお伝えし
たかったからです。各社とも、様々な団体・
グループに所属しているかと思うが、それを
ここに集結させ、地元を愛する“本物の工務
店の会”を創っていきたい。今後、素晴らし
い会に成長できるよう皆さんの力添えを賜り
たい」と述べた。その後、JBNからは鈴木貴
雄副会長、次世代の会から橋本英俊会長がそ
れぞれ挨拶を述べ、JBN関連の『熊本工務店
ネットワーク』や、『くまもと希望の星』の会

長を兼任するエバーフィールド久原英司社長
からは“これからの工務店のあり方”という
テーマで、地震に強く、健康で快適な高性能
住宅づくりについて講演。基礎工事や断熱が
一般住宅にほぼ近いとされる高性能な応急仮
設住宅の設計思想などについても語った。

太陽光発電システム専門企業で国内トッ
プクラスの販売実績を持つエクソルは5月
17日、双日100％子会社で合成樹脂原料、
電子材料等の国内販売を手掛ける双日プラ
ネット（佐竹紀男社長）と太陽光発電システ
ム関連製品の販売に関する業務提携を行っ
た。エクソル広報部によると「国内販売網
の構築や海外進出という両社の狙いが一致

エクソル
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双日プラネットと
国内外の太陽光販売で業務提携

したことにより今回の提携に至った」とし
ている。

具体的には①日本国内における太陽光発
電商材の提案、販売供給、②日本、海外に
おける太陽光発電システムの導入拡大、③
再生可能エネルギー事業への新たな取り組
みを挙げる。第一段の販売計画としては、
エクソルが取り扱うファースト・ソーラー
社製の薄膜系太陽電池と、双日プラネット
が取り扱うショールズ社製分岐ケーブル
などをパッケージ化し、フィリピンでの展
開を予定し、年間10～20MWの販売を目
指す。将来的にはタイやミャンマーなど
ASEAN地域への進出も検討している。国
内市場においても両社の得意分野を活かし
協業により太陽光関連の販売拡大を目指す。

新社長に鈴木氏　川勝氏は会長へ

同社は6月1日、代表取締役社長交代な
どのトップ人事を行った。鈴木伸一副社
長が代表取締役社長に、川勝一司社長は
代表取締役会長に就任。新経営体制のも
と、多様化するニーズに応え、太陽光発
電を普及させていくことで社会に貢献で
きるよう尽力するとした。

■複層ガラス 戸数普及率（％）
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茨城県水戸市を本拠とし、スマエネ機器の
販売・施工から、小型風力機器の販売、水ま
わりリフォーム、新電力まで幅広く事業を手
掛けるスマートテック（小寺雄三社長）の15
年度売上高は、28.5％増の36億円であった。
太陽光発電システムや蓄電池、エコキュー
トなどスマエネ機器の販売・施工が堅調だっ
たほか、支店新設や、水まわり専門店『みず
テック』の開設で事業を拡大させ、営業の効
率化や新規顧客の獲得に動いたことによる。
今年度は人材育成による営業力の強化、セッ
ト販売に注力し、約60億円と約66％もの大
幅増を目指すとしている。

関東、東北を主な活動エリアとする同社で
は、既築向けに年間1000件ペースで住宅の
高性能化を進めている。主な取扱い製品は太
陽光発電システム、蓄電池、エコキュート、
HEMSで、ほぼ全メーカーを取り揃える。
同社の岡大輔取締役は「商材、ブランドに頼
ることなく、コンスタントに販売・施工する
ことを意識してきた。今後は自家消費社会を
見据え、スマートハウス化のトータル提案を
強めていく。価格帯はIHクッキングヒーター
も含め300～400万円程度とし、客単価アッ
プを狙う」とした。なお、西日本への活動エ
リア拡大も検討している。

スマートテック
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太陽光発電システムの販売・施工店会であ
る新世紀PV会は5月13日、芝パークホテル
で2016年度総会と住宅用専門委員会を開催
した。

総会では、活動内容の確認や決算報告を
行った他、今年度の役員選出を実施。新会長
は昨年度に引き続き濵田電気工業の濵田厚男
社長が重任した。濵田会長は就任の挨拶で「当
会は昨年、20周年を経た。新体制でも引き継
いで尽力する」と意気込みを語った。また幹
事会社であるエスイーエム・ダイキンの小川
卓二社長は「国策として、再エネはまだまだ
時間をかけて伸ばしていくフェーズ。しかし
目先のマーケットの局面では、買取価格の低
下など太陽電池業界は引き続き厳しい状況で
あり、蓄電池の販売も容易ではない。皆様と
ともに色々な知恵を出し、今までと違った形
の取組を仕掛けるなど、丁寧にかつ根気よく
展開していきたい」と挨拶した。

住宅用専門委員会では、シャープが同社製
品・サービスで実現するZEHやスマートハウ
スを解説した他、台湾・パワコンメーカーの
デルタ電子や、太陽光発電システムメーカー
のリープトンエナジーがラインナップする製
品・サービスを紹介した。

新世紀PV会
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総会・住宅用専門委員会開催

板硝子協会は新築住宅における15年度の複
層及びLow-Eガラスの普及率を公開した。

戸数ベースでみた一戸建は複層が前年同
96.7%、Low-Eは2.4ポイント増の73.8%と高
水準を保つが、共同住宅では複層が0.8ポイ
ント減の同67.4%、Low-Eも0.9ポイント減の
16.6%だった。

下記グラフは、一戸建に関しては同協会が大
手ハウスメーカー（全体の着工戸数の約19％）
にヒアリングし、採用比率とその他住宅供給業
者（同約81％）の調査比率を勘案、全体の普及
率を計算している。共同住宅は各物件の全住戸
を対象に集計した結果。

複層ガラス
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複層ガラス普及率
新築戸建 前年同96.7%

太陽光発電協会（略称：JPEA、代表理事：
長榮周作パナソニック代表取締役会長）は5月
25日、15年度太陽光パネル出荷量調査を公開。
国内向けは対前年比23％減の約7.1GW、分
野毎には住宅用が同22％減の約1.5GW、産
業用が同23％減の約5.5GWだった。国内向け
が減少に転じる一方で海外向けは同25％増の
約820MWと好調に推移している。

JPEA
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15年度太陽光パネル出荷量調査
前年比23％減 約7.1GW

スマエネ機器のトータル提案強化
年商６０億円目指す

濵田厚男会長

エスイーエム・ダイキン　小川卓二社長

岡大輔取締役
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九州の次代を担う38社が集結した九州次世代の会会長
村田英樹村田工務店社長

久原英司
エバーフィールド社長

約50名が参集

鈴木伸一新社長


